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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第31期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第30期

会計期間

自　平成20年
　  12月１日
至　平成21年
　　２月28日

自　平成19年
　　12月１日
至　平成20年
　　11月30日

売上高 (千円) 1,494,99910,012,250

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △114,3661,380,044

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △72,397 657,623

純資産額 (千円) 3,646,9473,936,821

総資産額 (千円) 13,728,49913,571,979

１株当たり純資産額 (円) 404.16 431.64

１株当たり当期純利益
又は１株当たり四半期
純損失(△)

(円) △7.95 70.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当
期)純利益

(円) － 69.92

自己資本比率 (％) 26.6 29.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △94,108△2,370,898

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,276 △3,321

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △148,1103,496,429

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,374,9482,618,444

従業員数 (名) 144 146

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年２月28日現在

従業員数(名) 　　　144 ( 9)　　　　　　　　　

(注) １　従業員数は、契約社員26名を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平成21年２月28日以前の３ヶ月間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年２月28日現在

従業員数(名) 　144 ( 9)

(注) １　従業員数は、契約社員12名及び連結子会社への出向者(社員44名及び契約社員14名)を含む就業人員でありま

す。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平成21年２月28日以前の３ヶ月間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称(部門) 販売高(千円)

　 (開発部門) －

不動産ソリューション事業 (学生マンション部門) 1,168,701

　 小計 1,168,701

　 (課外活動支援部門) 320,570

学生生活支援事業 (人材ソリューション部門) 5,727

　 小計 326,298

合計 1,494,999

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　季節変動性については、「３　財政状態及び経営成績の分析　(1) 経営成績の分析」に記載しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済環境は、米国のサブプライムローン問題に端を発

した世界経済の減速の影響を受け急速に企業収益が悪化、それまで堅調であった景気は一転して大幅

な減速感の中で推移いたしました。

その環境下にあっても、当社グループの主要顧客層である大学生マーケットにおきましては、昨年平

成20年春の大学入学者数が60.7万人と前年をわずかに下回ったものの、大学生総数は283.5万人(文部

科学省「学校基本調査」による)と前年を上回り、過去最高水準を維持しております。引き続き、少子化

時代にあっても安定的に推移する大学生市場においては、さまざまなサービス分野において彼等の多

様化するライフスタイルとニーズに応える低廉で高品質なサービスが求められていると言えます。

このような市場環境の中で当社グループは、事業の方向性を明確にし、戦略的投資を促進するため、

開発部門と学生マンション部門の２部門からなる「不動産ソリューション事業」と課外活動支援部門

と人材ソリューション部門の２部門からなる「学生生活支援事業」の２事業(セグメント)計４部門で

事業展開を図っております。

特に、不動産ソリューション事業は不動産有効活用ニーズの高まりと学生の安心・快適な住居ニー

ズに支えられ、順調に推移いたしました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,494,999千円となりました。

なお、当社グループでは、学生マンション部門において、３月及び４月の入学シーズン時期にあわせ

た学生マンション入居者募集関連売上により第２四半期(３月～５月)に、課外活動支援部門において、

合宿・研修旅行のピークシーズンである第３四半期(６月～８月)に売上高が増加する傾向がありま

す。このような事情により開発部門において開発物件の不動産売却売上高が発生しなかった場合には、

恒常的に第１四半期連結会計期間については営業利益を計上するにいたっておりません。

そのため、当第１四半期連結会計期間は営業損失72,745千円、経常損失114,366千円、四半期純損失

72,397千円となりました。

　

①　売上高

当第１四半期連結会計期間の売上高は1,494,999千円となりました。事業別には不動産ソリューショ

ン事業の売上高は1,168,701千円、学生生活支援事業の売上高は326,298千円となりました。また、部門

別では、不動産ソリューション事業の開発部門は売上が発生しなかったものの、学生マンション部門は

1,168,701千円、学生生活支援事業の課外活動支援部門は320,570千円、人材ソリューション部門は

5,727千円となり、いずれも順調に推移いたしました。

②　営業利益(損失)

当第１四半期連結会計期間の売上総利益は410,950千円となりました。事業別には不動産ソリュー

ション事業の売上総利益は253,466千円、学生生活支援事業の売上総利益は157,484千円となりました。

また、当第１四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費は483,696千円となり、営業損失72,745千

円となりました。

③　経常利益(損失)

当第１四半期連結会計期間の営業外収支は営業外収益に受取利息等3,782千円、営業外費用に支払利

息等45,403千円を計上したことによりマイナス41,621千円となりました。

その結果、当第１四半期連結会計期間は経常損失114,366千円となりました。

④　四半期純利益(損失)

当第１四半期連結会計期間に投資有価証券評価損1,096千円を特別損失に計上いたしました。

その結果、当第１四半期連結会計期間は四半期純損失72,397千円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は13,728,499千円となり前連結会計年度末に比べ156,520

千円増加いたしました。この増加の主な要因は、流動資産において、販売用不動産が560,328千円の増加

及び現金及び預金が243,495千円の減少、流動資産のその他が153,090千円減少したことによります。

負債合計は10,081,552千円となり前連結会計年度末に比べ446,394千円増加いたしました。この増加

の主な要因は、流動負債のその他が644,544千円の増加、社債(１年内償還予定分を含む)が560,000千円

の増加及び短期借入金が450,000千円の減少、未払法人税等が312,230千円減少したことによるもので

あります。また、純資産合計は3,646,947千円となり前連結会計年度末に比べ289,873千円減少いたしま

した。この減少の主な要因は、前期の剰余金の処分による配当金の支払182,410千円、自己株式の取得

35,182千円及び四半期純損失72,397千円を計上したことによります。

その結果、１株当たり純資産額は404円16銭となり、自己資本比率は前連結会計年度の29.0％から

26.6％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ243,495千円

減少し2,374,948千円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は94,108千円となりました。これは主にたな卸資産の増加による支出

583,003千円、法人税等の支払による支出314,534千円、その他営業資産の減少による収入210,277千円、

その他営業負債の増加による収入707,852千円及び税金等調整前四半期純損失を計上したことによる

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は1,276千円となりました。これは主に有形・無形固定資産の取得によ

る支出3,270千円及び貸付金の回収による収入1,993千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は148,110千円となりました。これは主に社債の発行による収入

560,000千円があったものの、短期・長期借入金の返済による支出490,626千円、配当金の支払による支

出182,476千円及び自己株式の取得による支出35,182千円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年４月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,446,600 9,446,600
ジャスダック　　　証

券取引所
単元株式数　100株

計 9,446,600 9,446,600― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年２月28日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年２月28日)

株主総会の特別決議日 平成15年２月26日 平成16年２月26日

新株予約権の数(個) 　70 (注)２ 35 (注)２

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,000 7,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり242 １株当たり705

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日～
平成22年３月31日

平成18年４月１日～
平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 　 　 242
資本組入額     121

発行価格 　 　 705
資本組入額     353

新株予約権の行使の条件

(1)対象者は、新株予約権行使時
においても、当社の取締役ま
たは従業員であることを要す
る。
 

(1)対象者は、新株予約権行使時
においても、当社または当社
の子会社の取締役、監査役も
しくは従業員であることを要
する。

(2)新株予約権の対象者が新株予
約権の行使をすることができ
る期間の初日の到来後に死亡
した場合に限り、対象者の相
続人が新株予約権を相続する
ことができる。ただし、対象者
の相続人につき、新たに相続
が発生した場合は、その新株
予約権の相続は認めない。

(2)　　　　 同左

 
(3)新株予約権は、第三者への質
入、担保権の設定その他の処
分および相続は認めないもの
とする。

(3)　　　　 同左

 
(4)その他の条件については、本
総会決議および取締役会決議
に基づき、当社と対象取締役
・従業員との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定
めるところによる。

(4)その他の条件については、本
総会決議及び取締役会決議に
基づき、当社と対象従業員と
の間で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は認めないも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

－ －

(注) １　平成16年７月20日付をもって１株を２株に分割いたしました。この結果、新株予約権の目的となる株式の数
ならびに新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本組入額が調整されております。

２　新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株であります。
３　新株予約権発行後、時価を下回る価額及び株式分割または併合で新株を発行するときは、次の算式により払
込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
(時価を下回る価額で新株を発行する場合)

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
新株式発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
(株式の分割または併合を行う場合)

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、払込金額の調整が行われた場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
(時価を下回る価額で新株を発行する場合)

調整後株式数＝調整前株式数×
１株当たり調整前払込金額
１株当たり調整後払込金額

(株式の分割または併合を行う場合)
調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月１日～
平成21年２月28日
(注)

1,0009,446,600 88 773,614 87 507,368

(注)　新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成20年11月30日現在の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成20年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式    325,000

完全議決権株式(その他) 普通株式  9,120,200 91,202 ―

単元未満株式  普通株式    　　400 ― ―

発行済株式総数 9,445,600 ― ―

総株主の議決権 ― 91,202 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式80株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成20年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社毎日コムネット

東京都千代田区神田駿河台2-8 325,000 ― 325,000 3.44

計 ― 325,000 ― 325,000 3.44
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年12月 平成21年１月 ２月

最高(円) 424 367 366

最低(円) 340 300 303

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年12月１

日から平成21年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表について、双葉監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※３
 2,567,948

※３
 2,811,444

受取手形及び売掛金 26,674 47,284

販売用不動産 ※２, ※３
 8,163,787

※２, ※３
 7,603,458

貯蔵品 7,198 11,729

その他 ※３
 1,190,469

※３
 1,343,560

貸倒引当金 △186 △477

流動資産合計 11,955,892 11,816,999

固定資産

有形固定資産 ※１
 66,744

※１
 68,257

無形固定資産 55,286 56,346

投資その他の資産 ※３
 1,602,272

※３
 1,595,450

固定資産合計 1,724,302 1,720,054

繰延資産 48,304 34,925

資産合計 13,728,499 13,571,979

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 302,682 286,751

短期借入金 ※３
 3,430,000

※３
 3,880,000

1年内返済予定の長期借入金 ※３
 1,070,004

※３
 1,072,296

1年内償還予定の社債 251,200 172,800

未払法人税等 1,802 314,032

引当金 30,870 71,600

その他 891,012 246,468

流動負債合計 5,977,571 6,043,947

固定負債

社債 1,508,800 1,027,200

長期借入金 ※３
 1,873,745

※３
 1,912,079

引当金 392 908

役員退職慰労引当金 158,800 154,800

その他 562,243 496,222

固定負債合計 4,103,981 3,591,210

負債合計 10,081,552 9,635,158
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 773,614 773,526

資本剰余金 507,368 507,281

利益剰余金 2,565,874 2,820,681

自己株式 △196,108 △160,925

株主資本合計 3,650,749 3,940,565

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3,802 △3,744

評価・換算差額等合計 △3,802 △3,744

純資産合計 3,646,947 3,936,821

負債純資産合計 13,728,499 13,571,979
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年２月28日)

売上高 1,494,999

売上原価 1,084,048

売上総利益 410,950

販売費及び一般管理費 ※１
 483,696

営業損失（△） △72,745

営業外収益

受取利息 3,240

受取配当金 34

その他 507

営業外収益合計 3,782

営業外費用

支払利息 33,234

資金調達費用 7,010

社債発行費 4,862

その他 296

営業外費用合計 45,403

経常損失（△） △114,366

特別利益

貸倒引当金戻入額 282

特別利益合計 282

特別損失

投資有価証券評価損 1,096

特別損失合計 1,096

税金等調整前四半期純損失（△） △115,180

法人税、住民税及び事業税 1,738

法人税等調整額 △44,521

法人税等合計 △42,783

四半期純損失（△） △72,397
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △115,180

減価償却費 ※１
 33,190

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,303

賞与引当金の増減額（△は減少） △40,730

退職給付引当金の増減額（△は減少） △516

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,000

受取利息及び受取配当金 △3,274

支払利息 33,234

社債発行費 4,862

投資有価証券評価損益（△は益） 1,096

売上債権の増減額（△は増加） 21,622

たな卸資産の増減額（△は増加） △583,003

仕入債務の増減額（△は減少） 15,931

その他の資産の増減額（△は増加） 210,277

その他の負債の増減額（△は減少） 707,852

未払又は未収消費税等の増減額 △16,411

小計 271,648

利息及び配当金の受取額 3,035

利息の支払額 △26,397

法人税等の支払額 △314,534

その他の支出 △27,859

営業活動によるキャッシュ・フロー △94,108

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,000

定期預金の払戻による収入 10,000

有形固定資産の取得による支出 △900

無形固定資産の取得による支出 △2,370

貸付金の回収による収入 1,993

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,276

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △450,000

長期借入金の返済による支出 △40,626

社債の発行による収入 560,000

株式の発行による収入 175

自己株式の取得による支出 △35,182

配当金の支払額 △182,476

財務活動によるキャッシュ・フロー △148,110

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △243,495
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年２月28日)

現金及び現金同等物の期首残高 2,618,444

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※２
 2,374,948
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

会計処理基準に関する事項の変更

たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)に変更しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末のたな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

　該当事項はありません。

 

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

減価償却引当金の計上

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用に供

したものについてはその重要性を考慮し、減価償却費相当額を見積り、損益計算書の売上原価に減価

償却引当金繰入額として、また、貸借対照表の流動資産の販売用不動産の控除項目として減価償却引

当金を計上することといたしました。

これにより、当第１四半期連結累計期間の売上総利益は27,205千円減少し、営業損失、経常損失及

び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ27,205千円増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　 46,061千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 　  43,648千円

※２　販売用不動産の減価償却引当金　　 27,205千円※２　　　　　　　　　──────

※３　担保資産及び対応債務

担保に供している資産

現金及び預金 20,000千円

販売用不動産 6,087,916千円

流動資産(その他) 409千円

投資その他の資産 60,564千円

計 6,168,890千円

上記に対応する債務

短期借入金 2,230,000千円

１年内返済予定の長期借入金 970,004千円

長期借入金 1,823,745千円

計 5,023,749千円

※３　担保資産及び対応債務

担保に供している資産

現金及び預金 20,000千円

販売用不動産 6,461,832千円

流動資産(その他) 409千円

投資その他の資産 61,731千円

計 6,543,974千円

上記に対応する債務

短期借入金 2,560,000千円

１年内返済予定の長期借入金 972,296千円

長期借入金 1,837,079千円

計 5,369,375千円

４　当社は、安定的な資金調達を可能にするため取引銀

行と長期コミットメントライン契約を締結しており

ます。

当第１四半期連結会計期間末における長期コミッ

トメントラインに係る借入金未実行残高等は次のと

おりであります。

貸出コミットメントの総額 4,350,000千円

借入実行残高 830,000千円

差引額 3,520,000千円

４　当社は、安定的な資金調達を可能にするため取引銀

行と長期コミットメントライン契約を締結しており

ます。

当連結会計年度末における長期コミットメントラ

インに係る借入金未実行残高等は次のとおりであり

ます。

貸出コミットメントの総額 4,350,000千円

借入実行残高 1,160,000千円

差引額 3,190,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 170,917千円

賞与引当金繰入 16,370千円

役員退職慰労引当金繰入 4,000千円

２　当社グループでは、学生マンション部門において、

３月及び４月の入学シーズン時期にあわせた学生マ

ンション入居者募集関連売上により第２四半期(３

月～５月)に、課外活動支援部門において、合宿・研

修旅行のピークシーズンである第３四半期(６月～

８月)に売上高が増加する傾向があります。

このような事情により開発部門において開発物件

の不動産売却売上高が発生しなかった場合には、恒

常的に第１四半期連結会計期間については、営業利

益を計上するにいたっておりません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日)

※１　減価償却費の内訳

固定資産の減価償却費　　　　　   5,985千円

販売用不動産の減価償却引当金    27,205千円

※２　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,567,948千円

預入期間が３か月超の定期預金 △193,000千円

現金及び現金同等物 2,374,948千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,446,600

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 423,180

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月20日
定時株主総会

普通株式 182,410 20平成20年11月30日 平成21年２月23日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度と比較して著しい変動はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

　

　
不動産ソリュー
ション事業

学生生活支援事
業

計 消去又は全社 連結

　 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,168,701326,2981,494,999 ― 1,494,999

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,168,701326,2981,494,999 ― 1,494,999

営業利益又は営業損失(△) 74,885 △2,652 72,232(△144,977)△72,745

(注) １　事業の区分は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分の事業の内容

(1) 不動産ソリューション事業・・・学生マンションの開発、不動産有効活用コンサルティング、学生マン

ションの賃貸及び管理、入居者募集及び仲介

(2) 学生生活支援事業・・・・・・・合宿・研修旅行及び一般旅行、イベントの企画・運営、スポーツ施設の

運営、福利厚生事業サポートプランの提供、新卒採用支援

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

　 　

　 404.16円
　

　 　

　 431.64円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年２月28日)

１株当たり四半期純損失(△) △7.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため、記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△) (千円) △72,397

普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △72,397

普通株式の期中平均株式数 (千株) 9,100

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社毎日コムネット(E05313)

四半期報告書

25/27



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年４月10日

株式会社毎日コムネット

取締役会　御中

　

双 葉 監 査 法 人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐 々 木　　　正　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅 　 澤　　　茂　　㊞

　

　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社毎日コムネットの平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年12月１日から平成21年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社毎日コムネット及び連結子会社の平

成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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